
現地に看板掲示 ビラ周知 

説明会等の報告 
  （市に届出）  

説明会の報告（市に届出）  

公告・縦覧 <３週間> 

ビラ周知 <縦覧期間内> 

説明会の報告（市に届出）  

事業者に対する意見書の提出（市に届出） 
 <公告から４週間以内> 

週間以内 

見解書の提出（市に届出）  

まちづくりの方針に適合していない場合は，指導・助言→勧告→公表 を行うことができる。 

説明会実施  <届出の日から３週間以内> 説明会等実施 説明会実施 <縦覧期間内> 

 

開 発 事 業 を 行 う 土 地 の 面 積 

 

対象外 

開 発 事 業 を 行 う 土 地 の 面 積 

 

まちづくりの方針に適合していない場合は，指導・助言→勧告→公表 を行うことができる。 

対象外 

現地に看板掲示 

説明会等の報告 
  （市に届出）  

説明会等実施 

現地に看板掲示＋ビラ配布 <縦覧期間内> 

説明会の報告（市に届出）  

事業者に対する意見書の提出（市に届出） 
<公告から３週間以内> 

週間以内 

説明会実施 <縦覧期間内> 

 

公告・縦覧 <２週間> 

見解書の提出（市に届出）  

見解書の公開 
（ホームページ掲載，資料の閲覧等） 

要請者に戸別説明，説明会等の実施 
 <公開から４週間以内> 

要請者への対応措置の報告（市に届出） 

見解書に対する説明要請 （市に届出） 
<公開から２週間以内> 

ｙｇ 

現在のまちづくり条例の手続 

現在の手続と改正骨子（案）による手続の比較図 

 

【事業者】 

【事業者】 

【市 民】 

【事業者】 

【京都市】 

【事業者】 

※３ 小規模増築等は現地に看板掲示のみ 
要請があった場合 

市は提出された意見書の写しを事業者に

送付 

※１ 集客施設とは，物品販売業を営む店舗，飲食店，ボーリング場などの運動施設，ホテル，カラオケボックス，映画

館，公衆浴場などの不特定多数の人々が利用する施設をいいます。 

※２ 新築，増築又は用途変更（以下「新築等」という。）に係る部分の建築物の延べ面積が５００㎡以下の場合は，届

出のみとなります。 

※３ 小規模増築等とは，新築等に係る建築物の延べ面積が１，５００㎡未満等の場合をいいます。 

 

周知範囲の目安は，敷地境界から250m 

（物販店舗は300m） 

※３ 小規模増築等は現地に看板掲示のみ 

周知範囲の目安は，敷地境界から250m 

（物販店舗は300m） 

集客施設（※１）を含む開発事業  

1,000 ㎡未満 

大規模な開発事業  

10,000 ㎡以上 2,000 ㎡以上 

10,000 ㎡未満 

1,000 ㎡以上 

2,000 ㎡未満 

ま ち づ く り 条 例 の 届 出 対 象 

 

      土 地 面 積 に 応 じ て 手 続 を 緩 和 （別途，小規模建築物の特例※２あり） 

【事業者】 

【市 民】 

【事業者】 

【京都市】 

【事業者】 

意見書あり  市は届け出された意見書の写しを事業者に送付 

改正骨子（案）による手続 

改正 3-⑸ 

 

改正 3-⑷ 

 

【事業者】 

【事業者】 

改正 3-⑶ 

 

【京都市】 

改正 2-⑴ 

 

※１ 集客施設とは，物品販売業を営む店舗，飲食店，ボーリング場などの運動施設，ホテル，遊技場，映画館，公衆浴

場，展示場，結婚式場などの集会場，勝馬投票券発売所などの不特定多数の人々が利用する施設をいいます。 
 
※２ 新築等に係る部分の建築物の延べ面積が５００㎡以下の場合は，届出のみとなります。 
 
※３ 土地面積２，０００㎡以上の場合において，次のいずれかに該当する場合には，開発面積２，０００㎡未満の場合

と同様の手続に緩和します。 

ア 新築等に係る部分の建築物の延べ面積が１，０００㎡以下の場合 

イ 次のいずれかに該当する建築物の増築で，増築後の延べ面積が従前の１．２倍以下の場合 

・商業系の用途地域内における集客施設の増築又は工業系の用途地域内における工場もしくは作業場の増築 

・学校，病院，神社仏閣等の増築 

集客施設（※１）を含む開発事業  

 1,000 ㎡未満 

大規模な開発事業  

 10,000 ㎡以上 2,000 ㎡以上 

10,000 ㎡未満 

1,000 ㎡以上 

2,000 ㎡未満 

【京都市】 

ま ち づ く り 条 例 の 届 出 対 象 

 

改正 3-⑴ 

改正 3-⑵ 

 

赤字が改正部分 

改正 3-⑶ 

改正 3-⑶ 

 

 

 

 

＜土地面積 2,000 ㎡以上について手続を統一＞ 

【事業者】 

意見書 

なし 

 

【市 民】 

＜手続終了＞ 
 

 

要請 

なし 

＜手続終了＞ 
 

 

要請あり   市は提出された要請書を事業者に送付 

改正1-⑴ 

土地面積に応じて手続を緩和（別途，小規模建築物の特例（※２）（※３）あり） 

 

 

要請があった場合 

開発事業者は，文書や図面等によりわかりやすく説明するとともに，

誠意をもって調整の上，合意形成に努めなければならない。 

周知範囲は敷地境界から100mの範囲と当該範囲の自治連合会等 

から求められた範囲。説明会の開催日時及び周知範囲を市に報告 

＜手続終了＞ 
 

 

【京都市】 


